
実質赤字比率、連結実質赤字比率は、赤字額がないため「－」表示

○ 早期健全化基準： 自主的な改善努力による財政の健全化が必要な水準
・財政健全化計画の策定、外部監査の要求の義務付け、実施状況の毎年度の議会報告と公表　等

○ 財政再生基準：国等の関与による確実な再生が必要な水準
・財政再生計画の策定、外部監査の要求の義務付け、起債の制限　等

資金不足額がないため「－」表示

○ 経営健全化基準： 自主的な改善努力による財政の健全化が必要な水準
・経営健全化計画の策定、外部監査の要求の義務付け、実施状況の毎年度の議会報告と公表　等

* 連結実質赤字比率における財政再生基準は３年間の経過的基準の設定があり、H20年度及び21年度決算に基づく基準は25%、H22年度
　決算に基づく基準は20%、それ以降が本則により15%となる。

20%

－－－－
－－－－
－－－－
－－－－

－
－
－
－

HHHH23232323年度年度年度年度 経営健全化基準H22年度

 温泉事業会計 温泉事業会計 温泉事業会計 温泉事業会計

 地域振興事業会計 地域振興事業会計 地域振興事業会計 地域振興事業会計

 流域下水道事業特別会計 流域下水道事業特別会計 流域下水道事業特別会計 流域下水道事業特別会計

 電気事業会計 電気事業会計 電気事業会計 電気事業会計

HHHH23232323年度年度年度年度

　　　　実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率

　　　　連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率

－－－－

　　　　実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率

　　　　将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率

15%

35%

223.6%223.6%223.6%223.6%

－－－－

16.8%16.8%16.8%16.8%

8.75%

25%

5%

早期健全化基準 財政再生基準H22年度
（全国順位：良い順）

3.75%

400%

－

－

15.7%
(32位）
227.6%
（25位）

健全化判断比率等の状況

○　平成２３年度決算に基づき算定した本県の比率は、いずれも健全
　化の判断基準を下回る状況
○　実質公債費比率については、平成１０年代前半まで経済対策の
　ために多額に県債を発行した影響等により、当面、元利償還金（臨
　時財政対策債を除く）が高止まりする中で、基準財政需要額算入額
　（臨時財政対策債を除く）が減少していく見込みであること等から、
　今後も上昇傾向。
○　将来負担比率については、県債等残高削減計画に基づく着実な
　削減により、地方債残高（臨時財政対策債を除く）が減少したことや、
　出資法人改革への取り組みにより、(財)山梨県環境整備事業団に
　対する損失補償債務等負担見込額が減少した影響等から、
　対前年度比で４．０ﾎﾟｲﾝﾄ改善。

健全化判断比率

公営企業の資金不足比率



　（※表示単位未満を四捨五入しており積み上げと一致しない場合がある。）

◇ 標準財政規模に対する一般会計等の赤字額の割合

　

（単位：百万円）

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

* 実質赤字の額 ＝ 繰上充用額 ＋ （支払繰延額 ＋ 事業繰越額）

*

◇ 標準財政規模に対する公営企業会計を含めた全会計の赤字額の割合

（単位：百万円）

連結実質赤字額

一般会計等の実質赤字額

公営事業会計の実質赤字額

公営企業会計の資金の不足額

標準財政規模

* 資金の不足額：

HHHH23232323年度年度年度年度 H22年度

263,298

－

△ 15,041

△ 13,845△ 13,845△ 13,845△ 13,845

－

△ 15,551△ 15,551△ 15,551△ 15,551

261,026261,026261,026261,026

・支払繰延額：当該年度に支出義務が発生している債務について当該年度に支出せず、翌年度の予算から
                   出した額

・事業繰越額：歳出予算のうち、諸般の事情から、当該年度において支出負担行為をすることができなかったため、
                   当該年度においてはこれを不用額とし、翌年度において新たに歳出予算に計上した額

標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう地方税や普通交付税などの
　　　　　　　　　　経常的一般財源の額

△ 16,673

263,298

・繰上充用額：会計年度経過後にその会計年度の歳入が歳出に不足する場合に、翌年度の歳入を繰り上げて、
                   その年度の歳入に充てた額

△ 13,845△ 13,845△ 13,845△ 13,845

261,026261,026261,026261,026

△ 31,714△ 29,396△ 29,396△ 29,396△ 29,396

公営企業会計とは、本県の場合、電気事業会計、温泉事業会計、地域振興事業会計
(以上「法適」)及び流域下水道事業特別会計（「法非適」）の４会計

△ 16,673

HHHH23232323年度年度年度年度 H22年度

(法適用企業)=(流動負債+建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こし
た地方債の現在高-流動資産)-解消可能資金不足額
 → １年以内に払わなければならない借金等から保有する現金・預金、有価証券、
未収金を除いたもの。

(法非適用企業)=(繰上充用額+支払繰延額・事業繰越額+建設改良費等以外の経
費の財源に充てるために起こした地方債の現在高)-解消可能資金不足額
 → 一般会計等と同じ算定方法による赤字額

・解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事業がある
　　　　　　　　　　　　　　　場合において、資金の不足額から控除する一定の額。本県の場合、対象なし。

算定の概要

実質赤字比率 ＝＝＝＝ 　－  　　－  　　－  　　－  　（（（（△△△△５５５５．．．．３０３０３０３０％（％（％（％（△△△△はははは黒字黒字黒字黒字））））））））

実質赤字比率　＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

連結実質赤字比率 ＝＝＝＝ 　－  　　－  　　－  　　－  　（（（（△△△△１１１１１１１１．．．．２６２６２６２６％（％（％（％（△△△△はははは黒字黒字黒字黒字））））））））

連結実質赤字比率　＝
連結実質赤字額

標準財政規模

一般会計等とは、一般会計及び特別会計のうち公営企業会計を除いたものを指し、本県の
場合、１２会計が該当。



◇

（単位：百万円）

地方債の元利償還金

地方債の準元利償還金

満期一括償還地方債の元金償還金相当額

公営企業債の償還に充てたと認められる繰出金

債務負担行為に基づく支出等

特定財源

元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

標準財政規模

（再掲）元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

単年度実質公債費比率

*

*

45,91945,91945,91945,919 45,20745,20745,20745,207 44,65344,65344,65344,653

4,2634,2634,2634,263

2,0002,0002,0002,000 1,3331,3331,3331,333 667667667667

261,026261,026261,026261,026

債務負担行為に基づく支出等：
　　　 債務負担行為に基づく国営土地改良事業負担金、市町村が起こした臨時地方道整備事業債の
        元利償還金の補給等及び一時借入金の利子

特定財源：

        中小企業高度化資金貸付金、就農支援資金貸付金など、貸付金の財源として発行した地方債に

        係る当該貸付金の元利償還金や、県営住宅建設のために発行した地方債の返済に充てる県営

        住宅使用料 、県立病院機構施設整備等資金貸付金の償還に対する機構側の負担金等

16.816.816.816.8 16.916.916.916.9 16.816.816.816.8

263,298263,298263,298263,298 253,510253,510253,510253,510

338338338338 369369369369 440440440440

4,2814,2814,2814,281

45,91945,91945,91945,919 45,20745,20745,20745,207

4,0154,0154,0154,015

44,65344,65344,65344,653

82,81782,81782,81782,817 83,18883,18883,18883,188 79,04779,04779,04779,047

1,1511,1511,1511,151

3,4893,4893,4893,489 2,9532,9532,9532,953

1,2501,2501,2501,250 3,1563,1563,1563,156

13.613.613.613.6

標準財政規模に対する一般会計等が負担する当該年度の借金返済額の割合。対象は、
全会計のほか、一部事務組合等（本県該当なし）

（（（（前年度前年度前年度前年度１５１５１５１５．．．．７７７７％）％）％）％）

H23 H22 H21

3,6733,6733,6733,673

実質公債費比率 ＝＝＝＝　　　　１６１６１６１６．．．．８８８８％％％％

実質公債費比率
（３ヶ年平均）

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

 標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準
 財政需要額算入額）

＝

（参考）
H20



◇

（単位：百万円）

将来負担額
一般会計等の地方債現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

退職手当支給予定額のうち、一般会計等の負担見込額

設立法人の負債額等のうち、一般会計等の負担見込額

連結実質赤字額

（減算）充当可能基金額

（減算）特定財源見込額

（減算）地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

　　　計

標準財政規模

（減算）元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

　　　計

*

*

*

*

*

【内訳】

公立大学法人　山梨県立大学 0000 0000
産業支援機構 0000 0000

地方独立行政法人　山梨県立病院機構

住宅供給公社
信用保証協会

1,194,2601,194,2601,194,2601,194,260

1,017,4871,017,4871,017,4871,017,487

3,2303,2303,2303,230

12,91112,91112,91112,911

133,869133,869133,869133,869

26,76326,76326,76326,763

－

土地開発公社
環境整備事業団
林業公社
農業振興公社

14,150

133,488

28,530

261,026261,026261,026261,026

481,011481,011481,011481,011 496,538

38,15438,15438,15438,154

599,785599,785599,785599,785

263,298

法　　人　　名

債務負担行為に基づく支出予定額：
　　　　　　  債務負担行為に基づく国営土地改良事業負担金、新庁舎（防災新館）整備費等

－

588,081

設立法人の負債額等のうち、一般会計等の負担見込額：
　　　　　　 道路公社、土地開発公社及び地方独立行政法人の負債額並びにその他の設立法人等の損失
              補償付債務額のうち、総務省令の規定により算定した額

45,207

63,267

39,913

一般会計等以外の会計の地方債の償還に充てる一般会計等からの負担等見込額

75,31075,31075,31075,310

45,91945,91945,91945,919

道路公社

一般会計等以外の会計の地方債に充てる一般会計等からの負担等見込額：
　　　　　　 公営企業会計の元金償還額に対する一般会計等からの繰出金の見込額

0000
HHHH23232323年度年度年度年度

（単位：百万円）

一般会計等の地方債現在高：
　　　　　　 普通会計における県債残高に国からの母子寡婦福祉基金貸付金の残高を加えた額と一致
　　　　　　（母子寡婦福祉基金貸付金は、国庫補助金に相当するものとして普通会計では計上されない。
　　　　　　 また、その残高は、特定財源見込額で控除）

退職手当支給予定額のうち、一般会計等の負担見込額：
　　　　　　 算定年度の末日における地方公共団体の職員の全員が同日において自己都合により退職する
               ものと仮定した場合に支給すべき退職手当の額のうち、一般会計等において負担が見込まれる
               もの

39393939

0000

HHHH22222222年度年度年度年度

7,5287,5287,5287,528
3,6333,6333,6333,633
7,2657,2657,2657,265

123123123123
9,9439,9439,9439,943

0000

0000
7,4827,4827,4827,482
2,4302,4302,4302,430
6,9826,9826,9826,982

165165165165
9,6899,6899,6899,689

15151515

253,215283,054283,054283,054283,054

734,433734,433734,433734,433

1,559

（（（（前年度前年度前年度前年度２２７２２７２２７２２７．．．．６６６６％）％）％）％）

1,187,798

1,010,070

H22年度HHHH23232323年度年度年度年度

標準財政規模に対する一般会計等が将来負担すると見込まれる借金返済額の割合（収入の
何年分に相当するかの割合）。対象は、全会計、一部事務組合等（本県該当なし）及び地方
三公社・第三セクター等

分
子

分
母

215,107215,107215,107215,107 218,091

281,714281,714281,714281,714 252,588うち臨時財政対策債の地方債残高に係る算入見込額

うち臨時財政対策債の残高

うち臨時財政対策債以外の地方債残高 756,855

将来負担比率　＝

将来負担額 －（充当可能基金額＋特定財源見込額 ＋ 地方債
現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

 標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政
 需要額算入額）

将来負担比率 ＝＝＝＝　　　　２２３２２３２２３２２３．．．．６６６６％％％％

地方三公社・第三セクター等とは、本県の場合、、道路公社、土地開発公社、住宅供給公社、
環境整備事業団、林業公社、農業振興公社、信用保証協会、産業支援機構、公立大学法人
山梨県立大学及び地方独立行政法人山梨県立病院機構の１０法人



*

*

（△は黒字）

◇ 公営企業ごとの事業の規模に対する資金不足額の割合

（単位：百万円）

電気事業会計（法適用企業）

温泉事業会計（法適用企業）

地域振興事業会計（法適用企業）

流域下水道事業特別会計（法非適用企業）

* 資金の不足額：

*

充当可能基金額：
　　　　　　 災害救助基金、財政安定化基金（後期高齢者医療制度及び介護保険制度）
             以外の基金（本県の場合、３２基金）について、当該基金を廃止するものと
             仮定した場合に国等へ返還することとならない現金・預金、債券等

特定財源見込額：
　　　　　　 貸付金の財源として発行した地方債に係る貸付金の元利償還金や、県営住宅
              建設のために発行した地方債の返済に充てる県営住宅使用料等について、
              総務省令の規定により算定した額

(法非適用企業)=(繰上充用額+支払繰延額・事業繰越額+建設改良費等以外の
経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高)-解消可能資金不足額
 →一般会計等と同じ算定方法による赤字額

・解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事業がある場合に
                                おいて、資金の不足額から控除する一定の額。本県の場合、対象なし。

－　－　－　－　((((△△△△547547547547....4444%)%)%)%)

△ 626△ 626△ 626△ 626 2,4272,4272,4272,427

(法適用企業)=(流動負債+建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こ
した地方債の現在高-流動資産)-解消可能資金不足額
 →１年以内に払わなければならない借金等から保有する現金・預金、債券、
未収金を除いたもの。

△ 23△ 23△ 23△ 23 360360360360

電気事業会計
温泉事業会計
地域振興事業会計

△ 14,190△ 14,190△ 14,190△ 14,190

資金不足額

－　－　－　－　((((△△△△25252525....8888%)%)%)%)
－　－　－　－　((((△△△△6666....4444%)%)%)%)

－　－　－　－　((((△△△△407407407407....9999%)%)%)%)

流域下水道事業特別会計

3,4793,4793,4793,479

事業の規模

△ 711△ 711△ 711△ 711 130130130130

・指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業である地域振興事業会計には、営業収益の額に指定管理者が収受
する利用料金の額を加える。

（法適用企業） ＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額事業の規模：

（法非適用企業） ＝ 営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当す
る収入の額

資金不足比率

資金不足比率　＝
資金の不足額

事業の規模



○信用保証協会

○公立大学法人 山梨県立大学

○地方独立行政法人 山梨県立病院機構

○環境整備事業団

○林業公社

○産業支援機構

○農業振興公社

地方三公社・第３セクター等
○土地開発公社

○道路公社

○住宅供給公社

【法非適用企業】

一部事務組合等 （本県該当なし）

○流域下水道事業特別会計

○温泉事業会計

×病院事業 → H22決算より独法化

○地域振興事業会計

公営企業会計 【法適用企業】

○電気事業会計

公営事業会計

【公営企業に係る特別会計以外の公営事業会計】

（本県該当なし）

○林業・木材産業改善資金特別会計

○公債管理特別会計

○集中管理特別会計

○商工業振興資金特別会計

○市町村振興資金特別会計

○県税証紙特別会計

○中小企業近代化資金特別会計

○農業改良資金特別会計

○災害救助基金特別会計

○母子寡婦福祉資金特別会計

特別会計 ○恩賜県有財産特別会計

　　※地方財政状況調査では、「清里の森」は
　　　 公営企業会計(法非適)に区分

一般会計 普通会計 ○一般会計

【一般会計等に属する特別会計】

 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 資金不足比率地方自治法の区分
地方財政状況
調査の区分

会計・法人等名 実質赤字比率

地方財政健全化法の健全化判断比率の対象会計

公
営
企
業
会
計
ご
と
に
算
定
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